
・REITの組み入れがある場合、REITは株式に含め
て表示しています。

■組入上位10業種

業種 比率

1 資本財 27.2%

2 公益事業 19.7%

3 半導体・半導体製造装置 18.8%

4 素材 14.3%

5 テクノロジ・ハードウェア・機器 8.4%

6 自動車・自動車部品 2.5%

7 エネルギー 2.2%

8 耐久消費財・アパレル 1.9%

9 － －

10 － －

■テーマ・トピックス別構成比
比率

クリーンエネルギー生成 35.2%

再生可能エネルギー 35.2%

効率的なエネルギー貯蔵 14.5%

リチウムイオン 5.2%

エネルギー貯蔵システム 5.1%

水素技術 4.2%

持続可能なエネルギー消費 45.3%

スマートグリッド(次世代送電網) 20.6%

次世代ビルディング 12.3%

輸送手段の電動化 7.8%

産業プロセスの脱炭素化 4.6%

・為替予約等を含めた実質的な
比率です。

・為替ヘッジ相当分は日本円で
表示されます。

■基準価額および純資産総額の推移
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・基準価額は、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・参考指数は、MSCI オールカントリー・ワールド インデックス（配当込み、円ヘッジ、円換算
ベース）です。
参考指数は、当ファンドのベンチマークではありません。
詳しくは、後記の「本資料で使用している指数について」をご覧ください。

・参考指数は、設定日翌営業日を10,000として指数化しています。

■基準価額および純資産総額

基準価額（１万口当たり） 8,244円

　前月末比 +417円

純資産総額 40.10億円

■分配金実績（１万口当たり、税引前）

決算期 決算日 分配金

第2期 2023/05/29 0円

第1期 2022/05/27 0円

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

　設定来累計 0円

・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

■騰落率

過去1ヵ月 過去3ヵ月 過去6ヵ月 過去1年 過去3年 設定来

ファンド 5.3% 0.4% 2.1% -10.4% － -17.6%

参考指数 3.2% 6.8% 17.2% 18.6% － 4.9%

・実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごとの騰落率は異なります。
また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

・設定来のファンドの騰落率は、10,000を起点として計算しています。
・分配金実績がある場合は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

■資産構成

比率

国内株式 11.5%

外国株式 83.5%

コールローン他 5.0%

■組入上位10ヵ国・地域

国・地域 比率

1 アメリカ 38.3%

2 日本 11.5%

3 ドイツ 7.3%

4 デンマーク 6.3%

5 フランス 6.2%

6 チリ 5.0%

7 カナダ 3.6%

8 中国 3.1%

9 韓国 2.9%

10 スペイン 2.7%

■組入上位10銘柄

銘柄 国・地域 通貨 業種 トピックス 比率

1 アントファガスタ チリ 英ポンド 素材 再生可能エネルギー 5.0%

2 エア･リキード フランス ユーロ 素材 水素技術 4.2%

3 アイトロン アメリカ 米ドル テクノロジ・ハードウェ ア・機器 スマートグリッド(次世代送電網) 3.4%

4 ネクステラ･エナジー アメリカ 米ドル 公益事業 再生可能エネルギー 3.1%

5 ジーエス･ユアサ コーポレーション 日本 日本円 資本財 エネルギー貯蔵システム 2.9%

6 サムスンSDI 韓国 韓国ウォン テクノロジ・ハードウェ ア・機器 リチウムイオン 2.9%

7 インフィニオン･テクノロジーズ ドイツ ユーロ 半導体・半導体製造装置 スマートグリッド(次世代送電網) 2.9%

8 マイクロン･テクノロジー アメリカ 米ドル 半導体・半導体製造装置 スマートグリッド(次世代送電網) 2.7%

9 シグニファイ アメリカ ユーロ 資本財 次世代ビルディング 2.7%

10 オーウェンスコーニング アメリカ 米ドル 資本財 次世代ビルディング 2.6%

組入銘柄数: 46銘柄

・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。・業種は、GICS（世界産業分類基準）で分類して
います。・コールローン他は未収・未払項目が含まれるため、マイナスとなる場合があります。・テーマ・トピックスはアリアンツ・グローバル・インベスターズ・
ゲーエムベーハーの定義に基づいています。・国・地域は、BloombergのCountry of Riskの分類を採用しています。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）

〈愛称：グリーン革命〉

追加型投信／内外／株式

月次レポート

2024年

03月29日現在

■組入通貨

通貨 比率

1 日本円 96.7%

その他 3.3%
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・REITの組み入れがある場合、REITは株式に含め
て表示しています。

■組入上位10業種

業種 比率

1 資本財 27.9%

2 公益事業 20.2%

3 半導体・半導体製造装置 19.3%

4 素材 14.7%

5 テクノロジ・ハードウェア・機器 8.6%

6 自動車・自動車部品 2.6%

7 エネルギー 2.2%

8 耐久消費財・アパレル 1.9%

9 － －

10 － －

■テーマ・トピックス別構成比

■組入上位10通貨

通貨 比率

1 米ドル 37.6%

2 ユーロ 27.9%

3 日本円 13.1%

4 英ポンド 7.2%

5 デンマーククローネ 6.5%

6 カナダドル 3.8%

7 韓国ウォン 2.1%

8 香港ドル 1.8%

9 豪ドル 0.0%

10 － －
・為替予約等を含めた実質的な
比率です。

■基準価額および純資産総額の推移
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・基準価額、基準価額（分配金再投資）は、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。
・参考指数は、MSCI オールカントリー・ワールド インデックス（配当込み、円換算ベース）です。

参考指数は、当ファンドのベンチマークではありません。
詳しくは、後記の「本資料で使用している指数について」をご覧ください。

・参考指数は、設定日翌営業日を10,000として指数化しています。

■基準価額および純資産総額

基準価額（１万口当たり） 10,825円

　前月末比 +617円

純資産総額 50.84億円

■分配金実績（１万口当たり、税引前）

決算期 決算日 分配金

第2期 2023/05/29 10円

第1期 2022/05/27 0円

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

　設定来累計 10円

・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、
あるいは分配金が支払われない場合があります。

■騰落率

過去1ヵ月 過去3ヵ月 過去6ヵ月 過去1年 過去3年 設定来

ファンド 6.0% 5.9% 6.7% 3.2% － 8.4%

参考指数 4.0% 15.2% 21.6% 41.1% － 58.8%

・実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごとの騰落率は異なります。
また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

・設定来のファンドの騰落率は、10,000を起点として計算しています。
・分配金実績がある場合は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

■資産構成

比率

国内株式 11.8%

外国株式 85.6%

コールローン他 2.6%

■組入上位10ヵ国・地域

国・地域 比率

1 アメリカ 39.3%

2 日本 11.8%

3 ドイツ 7.5%

4 デンマーク 6.5%

5 フランス 6.4%

6 チリ 5.1%

7 カナダ 3.7%

8 中国 3.2%

9 韓国 3.0%

10 スペイン 2.8%

■組入上位10銘柄

銘柄 国・地域 通貨 業種 トピックス 比率

1 アントファガスタ チリ 英ポンド 素材 再生可能エネルギー 5.1%

2 エア･リキード フランス ユーロ 素材 水素技術 4.3%

3 アイトロン アメリカ 米ドル テクノロジ・ハードウェ ア・機器 スマートグリッド(次世代送電網) 3.5%

4 ネクステラ･エナジー アメリカ 米ドル 公益事業 再生可能エネルギー 3.2%

5 ジーエス･ユアサ コーポレーション 日本 日本円 資本財 エネルギー貯蔵システム 3.0%

6 サムスンSDI 韓国 韓国ウォン テクノロジ・ハードウェ ア・機器 リチウムイオン 3.0%

7 インフィニオン･テクノロジーズ ドイツ ユーロ 半導体・半導体製造装置 スマートグリッド(次世代送電網) 2.9%

8 マイクロン･テクノロジー アメリカ 米ドル 半導体・半導体製造装置 スマートグリッド(次世代送電網) 2.8%

9 シグニファイ アメリカ ユーロ 資本財 次世代ビルディング 2.7%

10 オーウェンスコーニング アメリカ 米ドル 資本財 次世代ビルディング 2.7%

組入銘柄数: 46銘柄

・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。・業種は、GICS（世界産業分類基準）で分類して
います。・コールローン他は未収・未払項目が含まれるため、マイナスとなる場合があります。・テーマ・トピックスはアリアンツ・グローバル・インベスターズ・
ゲーエムベーハーの定義に基づいています。・国・地域は、BloombergのCountry of Riskの分類を採用しています。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

追加型投信／内外／株式

月次レポート

2024年

03月29日現在

比率

クリーンエネルギー生成 36.1%

再生可能エネルギー 36.1%

効率的なエネルギー貯蔵 14.8%

リチウムイオン 5.3%

エネルギー貯蔵システム 5.2%

水素技術 4.3%

持続可能なエネルギー消費 46.5%

スマートグリッド(次世代送電網) 21.2%

次世代ビルディング 12.6%

輸送手段の電動化 8.0%

産業プロセスの脱炭素化 4.8%
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■本資料で使用している指数について
・MSCI オールカントリー・ワールド インデックスとは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の先進国・新興国の株式で構成されています。同指数に対する著
作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

■GICS(世界産業分類基準)について
・Global Industry Classification Standard("GICS")は、MSCI Inc.とS&P(Standard & Poor's)が開発した業種分類です。GICSに関する知的財産所有権はMSCI
Inc.およびS&Pに帰属します。

■運用担当者コメント

【当月の市場動向について】

3月のグローバル株式市場は、上昇しました。米連邦公開市場委員会（FOMC）において、堅調な経済見通しが示された一方

で、年内の利下げ姿勢が変わらなかったことが好感されたことや、一部企業の良好な決算などから上昇しました。

当月の為替市場では、米ドルは、日米の中央銀行による金融政策の公表を受け、日米の金利差が開いた状況が続くとの見

方が強まったことなどから対円で上昇しました。ユーロは、日銀がマイナス金利政策の解除決定も金融緩和姿勢を強調したこ

となどが対円での上昇要因となった一方、欧州中央銀行(ECB)のインフレ見通し引き下げなどが対円での下落要因となり、月

を通じてみると対円で概ね横ばいとなりました。

【運用状況】

当ファンドの基準価額の主な変動要因としては、半導体メモリ製造などを手掛ける「マイクロン・テクノロジー」などの上昇がプ

ラスに寄与した一方、パワー半導体の製造などを手掛ける「インフィニオン･テクノロジーズ」などが下落したことがマイナスに

影響しました。

当月は、新規に組み入れ、また全売却した銘柄はありませんでした。

【今後の運用方針】

インフレや金利上昇、地政学的緊張、世界的景気後退懸念などが株式市場に重くのしかかっています。中国は、二酸化炭素

排出量を2030年までにカーボンピークアウト、2060年までにカーボンニュートラルを目指すと表明しており、米国では、インフレ

抑制法（IRA）の成立による、中国に依存しない再生可能エネルギーや電気自動車（EV）などのバリューチェーンの構築が期待

されます。こうしたことから、エネルギー転換は長期的なテーマとして、世界経済における主要な課題であると見ています。

当ファンドの運用については、SDGs（持続可能な開発目標）における持続可能なエネルギーや気候変動に関連する目標の達

成に貢献することが期待され、かつクリーンエネルギー生成、効率的なエネルギー貯蔵、持続可能なエネルギー消費の3つの

テーマに積極的に貢献する製品・サービスを提供、またはその恩恵を享受することが期待されるグリーン・テクノロジー関連企

業への投資を行ってまいります。

（運用責任者：笹井 泰夫）

・アリアンツ・グローバル・インベスターズ・ゲーエムベーハーの資料に基づき作成しています。・市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があり
ます。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

追加型投信／内外／株式

月次レポート

2024年

03月29日現在
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・上記は個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。・当資料は当ファンドの株式組入上位10銘柄におけるESGに対する取り組みなどをご理解いただ
くためにお付けしているものです。

■組入上位10銘柄コメント

銘柄 銘柄概要／企業価値との結びつき等

1 アントファガスタ

【銘柄概要】（クリーンエネルギー生成）＜再生可能エネルギー＞
チリ国内に銅鉱山を所有し採掘する鉱山会社。また、鉱山地域にサービスを提供するチリ北部の鉄道
網も運営。
【企業価値との結びつき等】
銅は、電気自動車、風力や太陽光発電装置などで利用され、脱炭素社会に向けた取り組みで重要
な役割を果たしている。同社は、温室効果ガスの排出を削減し、採掘の効率を高める技術や手法に
投資しながら銅を提供することで、脱炭素社会に向けた取り組みに貢献している（SDG7、SDG13）。

2 エア･リキード

【銘柄概要】（効率的なエネルギー貯蔵）＜水素技術＞
産業、ヘルスケア分野などに産業用ガスおよび関連技術、サービスを提供。
【企業価値との結びつき等】
鉄鋼業界に対し水素を供給し、鉄鋼製造工程における炭素回収、再利用技術の開発をするなど、産
業界の炭素低減を支援する技術開発に取り組んでおり、同社は気候変動対策に貢献しているとみて
いる（SDG13）。

3 アイトロン

【銘柄概要】（持続可能なエネルギー消費）＜スマートグリッド（次世代送電網）＞
公共事業者向けに、電気、ガス、水道の使用状況データの収集、分析ソリューションなどを提供。
【企業価値との結びつき等】
同社は、スマート・メーターを提供する企業であり、同社のソリューションが顧客のエネルギー効率の
改善や炭素排出量の削減の実現を支えており、気候変動対策に貢献しているとみている（SDG13）。

4 ネクステラ･エナジー

【銘柄概要】（クリーンエネルギー生成）＜再生可能エネルギー＞
米フロリダ州最大級の電力会社と世界最大級の再生可能エネルギー発電会社を運営。
【企業価値との結びつき等】
再生可能エネルギーを使用することで温室効果ガスの排出削減や大気汚染の減少が期待できる。
同社は北米で風力、太陽光発電などの再生可能エネルギー・ソリューションを推進しており、地球規
模の気候変動や環境に関する目標に貢献していると考えている（SDG7、SDG13）。

5 ジーエス･ユアサ コーポレーション

【銘柄概要】（効率的なエネルギー貯蔵）＜エネルギー貯蔵システム＞
自動車などに使用される各種電池などを製造。
【企業価値との結びつき等】
同社の製品は、自動車の燃費の改善、回生電力の利用によるエネルギー効率の高い電車や再生可
能エネルギーを利用する電力システムの実現に貢献し、クリーンなエネルギーの利用や気候変動対
策に寄与しているとみている（SDG7、13）。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

追加型投信／内外／株式

月次レポート

2024年

03月29日現在
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・上記は個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。・当資料は当ファンドの株式組入上位10銘柄におけるESGに対する取り組みなどをご理解いただ
くためにお付けしているものです。

■組入上位10銘柄コメント

銘柄 銘柄概要／企業価値との結びつき等

6 サムスンSDI

【銘柄概要】（効率的なエネルギー貯蔵）＜リチウムイオン＞
リチウムイオン電池の製造や電子部品の製造などを手掛ける。
【企業価値との結びつき等】
リチウムイオン電池は電気自動車の動力源として利用されているほか、電力需要のバランスを図るた
めに再生可能エネルギーを貯蔵する電力貯蔵システム（ESS）で利用されている。同社は、リチウムイ
オン電池に関する技術へ継続的に投資しており、輸送の電化や再生可能エネルギーの普及に寄与
するとみている（SDG7）。

7 インフィニオン･テクノロジーズ

【銘柄概要】（持続可能なエネルギー消費）＜スマートグリッド（次世代送電網）＞
半導体メーカー。電力変換、モーター制御、産業用オ―トメーションなどのソリューションを提供。
【企業価値との結びつき等】
同社は自動車および産業用電力制御ソリューションを提供しており、炭素排出量の削減とエネルギー
効率の向上に貢献しているとみている（SDG7、SDG13）。また、電力の損失削減のための送電など
制御するスマート・グリッド・ソリューションの開発にも注力している（SDG7）。

8 マイクロン･テクノロジー

【銘柄概要】（持続可能なエネルギー消費）＜スマートグリッド（次世代送電網）＞
半導体メモリなどを製造。
【企業価値との結びつき等】
半導体は、再生可能エネルギー、電気自動車から一般産業に至るまで、数多くのサステナブルな技
術やソリューションを支えている。半導体メモリは、電子機器のエネルギー効率やパフォーマンスを改
善することによって、二酸化炭素排出量の削減を支えており、同社は気候変動対策に貢献していると
みている（SDG 13）。

9 シグニファイ

【銘柄概要】（持続可能なエネルギー消費）＜次世代ビルディング＞
照明製品や関連サービス、システムを提供する企業。
【企業価値との結びつき等】
同社はエネルギー効率の高いLED照明や照明の性能と省エネの最大化を目指すコネクテッド・システ
ムを提供しており、顧客が照明をLEDへ転換していくことなどによって顧客のサステナビリティに関す
る目標達成を支援しているとみている（SDG13）。

10 オーウェンスコーニング

【銘柄概要】（持続可能なエネルギー消費）＜次世代ビルディング＞
断熱材、屋根材、ガラス繊維複合材など、建材や複合材ソリューションを提供。
【企業価値との結びつき等】
同社は、風力発電に広く使用されるガラス繊維、熱効率の向上やエネルギー消費の削減に寄与する
断熱材や屋根材などを提供しているため、安価でクリーンなエネルギーの利用や持続可能な都市づく
りに貢献しているとみている(SDG7、11)。また、同社の建材やガラス繊維複合材は、建物や風力ター
ビンの耐久性を向上させるため、責任ある生産と消費にも貢献していると考えている(SDG12)。

※後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

追加型投信／内外／株式

月次レポート

2024年

03月29日現在
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■ファンドの目的

日本を含む世界各国（新興国を含みます。以下同じ。）のグリーン・テクノロジー関連企業の株式等を実質的な主要投資対象とし、主として値上が

り益の獲得をめざします。

■ファンドの特色

特色１ 日本を含む世界各国のグリーン・テクノロジー関連企業の株式等（ＤＲ（預託証書）を含みます。以下同じ。）を主要投資対象とします。

（運用プロセス等は次ページをご参照ください。）

・当ファンドにおいて、グリーン・テクノロジー関連企業とは、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）（注）における持続可能なエネルギーや気候変動に関連

する目標の達成に貢献することが期待され、かつクリーンエネルギー生成、効率的なエネルギー貯蔵、持続可能なエネルギー消費の3つのテー

マに積極的に貢献する製品・サービスを提供、またはその恩恵を享受することが期待される企業をいいます。

・株式等への投資にあたっては、グリーン・テクノロジー関連企業の中から、3つのテーマへの貢献度や事業の収益機会を考慮した投資候補銘柄

を選定し、その銘柄群の中から、企業の成長見通し、事業構造の質、競争優位性および株価水準等を考慮して組入銘柄を選定します。

・株式等の組入比率は高位を維持することを基本とします。
※実際の運用はグリーン・テクノロジー株式マザーファンドを通じて行います。

＊ＤＲ（預託証書）とは、ある国の企業の株式を当該国外の市場で流通させるため、現地法に従い発行した代替証券です。株式と同様に金融商品取引所等で取引

されます。

（注）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、2015年9月の国連サミットで採択された世界共通の目標で、持続可能な社会を実現するために貧困や教育、環境など17の

目標から構成されています。

特色２ 株式等の運用にあたっては、アリアンツ・グローバル・インベスターズ・ゲーエムベーハー※に運用指図に関する権限を委託します。

※同社は運用指図に関する権限の一部をアリアンツ・グローバル・インベスターズ・アジア・パシフィック・リミテッドに更に委託します。

運用の指図に関する権限の委託を受ける者、委託の内容、委託の有無等については、変更する場合があります。

特色３ 為替ヘッジの有無により、為替ヘッジあり、為替ヘッジなしが選択できます。

・為替ヘッジありは、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減をはかります。なお、為替ヘッジが困難

な一部の通貨については、当該通貨との相関等を勘案し、他の通貨による代替ヘッジを行う場合があります。

・為替ヘッジなしは、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替相場の変動による影響を受けます。

特色４ 年1回の決算時（5月27日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定します。

・分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあ

ります。

将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

■ファンドのしくみ
・ファミリーファンド方式により運用を行います。
＜投資対象ファンド＞

グリーン・テクノロジー株式マザーファンド

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

追加型投信／内外／株式

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

ファンドの目的・特色

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。（基準価額水準や市況動向等により

変更する場合があります。）

◆当ファンドは「サステナブル・ファンド」です。サステナブル・ファンドとは、ファンドの投資判断プロセスにおいてＥＳＧ要素を主要とし、環境や社会

の課題解決・改善に寄与する企業等への投資を行い、お客さまの資産形成および持続可能な社会の実現に貢献するファンドとして、三菱ＵＦＪ

アセットマネジメントが定めたファンドをいいます。サステナブル・ファンドへの認定および除外は今後見直す場合があります。

詳細については、委託会社のホームページでご覧いただけます。

（https://www.am.mufg.jp/corp/sustainability/sustainability.html）

当ファンドの具体的な投資対象・投資手法等については、交付目論見書の特色をお読みください。
＊ＥＳＧとは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を取ったものです。
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追加型投信／内外／株式

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

ファンドの目的・特色

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

●アリアンツ・グローバル・インベスターズ（以下、Allianz GI）のスチュワードシップ方針
経営戦略、業績、資本管理、コーポレート・ガバナンスと株主の権利、リスク管理、オペレーション上の問題、監査と会計、経営陣の報酬とインセ
ンティブ、環境・社会・企業行動の問題、透明性、情報開示などを含む様々なトピックについて、投資先企業をモニタリングの上、対話を行います。

知識や見解、見通しを投資先企業の取締役会や経営陣と共有することで、企業のパフォーマンスの改善や長期的な事業見通しをより確かなも

のにでき、最終的にはお客様の利益になることから、エンゲージメントに価値を置いています。投資先企業の幅広い利害関係者（特に社外取締

役）と接することで、投資先企業の事業、経営戦略、価値の源泉だけでなく、投資先企業のガバナンス、文化、サステナビリティ・アプローチに対

する理解が深まり、投資のための分析を強化できると考えています。また、企業との直接的なエンゲージメントに加え、テーマを絞ったエンゲー

ジメント、公共政策のエンゲージメント、業界や市場での企業慣行や情報開示の改善を目的とした協働エンゲージメント・イニシアティブにも参加

しています。

Allianz GIの議決権行使決定プロセスでは、運用チームとサステナビリティ・リサーチおよびスチュワードシップ・チームが連携しています。Allianz

GIのエンゲージメント活動は議決権行使に反映され、議決権行使の目的で行われるコーポレート・ガバナンス分析も投資リサーチに反映されて

います。
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追加型投信／内外／株式

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

投資リスク

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■基準価額の変動要因
ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用により信託財産に生じた損
益はすべて投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込む
ことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。

■その他の留意点
・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
・サステナブル・ファンドでは、投資対象銘柄の選択にＥＳＧ評価を用いているため、ＥＳＧ評価に基づく銘柄組入れおよび除外基準により、ファンド
の主要投資対象市場全体の動きとファンドの基準価額の動きが大きく異なる場合があります。また投資機会や投資対象となる銘柄が制限される
場合があります。

・アリアンツは第三者プロバイダーからの調査データや自社の分析結果等を活用して投資先企業の評価を行いますが、これらのデータや分析結
果が不完全、不正確な場合、適切な評価が行われない可能性があります。

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これによ
り、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性がありま
す。

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。
収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運
用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とするマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追
加設定・解約によってマザーファンドに売買が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。

上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。

信用
リスク

株式の発行企業の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、株式の価格が下落するこ
と、配当金が減額あるいは支払いが停止されること、倒産等によりその価値がなくなること等があります。

流動性
リスク

株式を売買しようとする際に、その株式の取引量が十分でない場合や規制等により取引が制限されている場合には、売買
が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの売買自体によって市場価格が動き、結果として不利
な価格での取引となる場合があります。

カントリー・
リスク

ファンドは、新興国の株式に投資することがあります。新興国への投資は、投資対象国におけるクーデターや重大な政治
体制の変更、資産凍結を含む重大な規制の導入、政府のデフォルト等の発生による影響などを受けることにより、先進国
への投資を行う場合に比べて、価格変動・為替変動・信用・流動性のリスクが大きくなる可能性があります。

価格変動
リスク

株式の価格は、株式市場全体の動向のほか、発行企業の業績や業績に対する市場の見通しなどの影響を受けて変動し
ます。組入株式の価格の下落は、基準価額の下落要因となります。

特定のテー
マに沿った
銘柄に投資
するリスク

ファンドは、特定のテーマ（グリーン・テクノロジー関連企業）に沿った銘柄に投資するため、株式市場全体の動きとファンド
の基準価額の動きが大きく異なる場合があります。また、より幅広い銘柄に分散投資する場合と比べてファンドの基準価
額が大きく変動する場合があります。

為替変動
リスク

■為替ヘッジあり
組入外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できる
ものではありません。なお、為替ヘッジが困難な一部の通貨については、当該通貨との相関等を勘案し、他の通貨による
代替ヘッジを行う場合があります。その場合、為替ヘッジ効果が得られない可能性や、円と当該通貨との為替変動の影響
を受ける可能性があります。為替ヘッジを行う場合で円金利がヘッジ対象通貨の金利より低いときには、これらの金利差
相当分のヘッジコストがかかることにご留意ください。ただし、為替市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコ
ストとなる場合があります。
■為替ヘッジなし
組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を受けます。
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追加型投信／内外／株式

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

手続・手数料等

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■お申込みメモ

購入単位
販売会社が定める単位
販売会社にご確認ください。

購入価額
購入申込受付日の翌営業日の基準価額
※基準価額は1万口当たりで表示されます。基準価額は委託会社の照会先でご確認ください。

換金単位
販売会社が定める単位

販売会社にご確認ください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目から販売会社においてお支払いします。

申込不可日

次のいずれかに該当する日には、購入・換金はできません。

・フランクフルト証券取引所、フランクフルトの銀行の休業日

※具体的な日付については、委託会社のホームページ（「ファンド関連情報」内の「お申込み不可日一覧」）をご覧ください。

申込締切時間 原則として、午後3時までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みに制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付

の中止及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情（投資対象国・地域における非常

事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の

変更、戦争等）による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少等）があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止するこ

と、およびすでに受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消すことがあります。

また、信託金の限度額に達しない場合でも、ファンドの運用規模・運用効率等を勘案し、市況動向や資金流入の動向等に応

じて、購入のお申込みの受付を中止することがあります。

スイッチング

各ファンドの間でのスイッチングが可能です。

販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合やスイッチングの取扱いを行わない場合があります。

スイッチングを行う場合の購入時手数料は、販売会社が定めています。また、スイッチングにより換金をする場合は、換金代

金の利益に対して税金がかかります。

くわしくは販売会社にご確認ください。

信託期間 無期限（2021年6月1日設定）

繰上償還
各ファンドについて、受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合等には、信託期間を繰上げて償還となることがありま

す。

決算日 毎年5月27日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配

年1回の決算時に分配金額を決定します。（分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑

制する方針とします。）

販売会社との契約によっては、収益分配金の再投資が可能です。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。個人受益者については、収益分配時の普通分配金ならびに換金時および償

還時の譲渡益に対して課税されます。公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に「ＮＩＳＡ（少額投資非課税

制度）」の適用対象となります。ファンドは、ＮＩＳＡの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象です。販売会社により取扱

いが異なる場合があります。くわしくは、販売会社にご確認ください。ＮＩＳＡの概要等については、投資信託説明書（交付目論

見書）をご覧ください。税法が改正された場合等には、変更となることがあります。
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追加型投信／内外／株式

グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

〈愛称：グリーン革命〉

手続・手数料等

ご購入の際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

●委託会社（ファンドの運用の指図等）

三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

加入協会：一般社団法人 投資信託協会

一般社団法人 日本投資顧問業協会

＜ホームページアドレス＞ https://www.am.mufg.jp/

＜お客さま専用フリーダイヤル＞ 0120－151034

（受付時間 営業日の9：00～17：00）

●受託会社（ファンドの財産の保管・管理等）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

本資料のご利用にあたっての注意事項等

●本資料は、三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内
容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。●本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。●本資料は信頼できると判断し
た情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。●本資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況であり、将来の市
場環境等や運用成果等を示唆・保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。●投資
信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託
は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。●投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

■ファンドの費用

お客さまが直接的に負担する費用

購入時手数料

信託財産留保額

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

（信託報酬）

その他の費用・

手数料

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。

   なお、ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。

購入価額に対して、上限3.30％（税抜 3.00％）（販売会社が定めます）

（購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社にご確認ください。）

ありません。

監査法人に支払われるファンドの監査費用・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料・有価証券等を海

外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用・その他信託事務の処理にかかる諸費用等についてもファンドが負担しま

す。

※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。毎計算期間の6ヵ月終了時、毎決算時または

   償還時にファンドから支払われます。

日々の純資産総額に対して、年率1.925％（税抜 年率1.750％）をかけた額
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2024年03月29日現在

商号
日本証券業

協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○
岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○
株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○
株式会社滋賀銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○
株式会社常陽銀行（委託金融商品取引業者　めぶ
き証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

新大垣証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第11号 ○
東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○
東武証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第120号 ○
とうほう証券株式会社（為替ヘッジありのみ取扱） 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○
東洋証券株式会社（IFA専用） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○
丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○
めぶき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号 ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ファンド名称：グリーン・テクノロジー株式ファンド（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

登録番号等

販売会社情報一覧表

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

　　　・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 ・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。
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